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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回      次
第86期

第３四半期 
連結累計期間

第87期
第３四半期 
連結累計期間

第86期
第３四半期 
連結会計期間

第87期 
第３四半期 
連結会計期間

第86期

会  計  期  間

自 平成21年
  １月１日
至 平成21年
  ９月30日

自 平成22年
  １月１日
至 平成22年
  ９月30日

自 平成21年
  ７月１日
至 平成21年
  ９月30日

自 平成22年 
  ７月１日 
至 平成22年 
  ９月30日

自 平成21年
  １月１日
至 平成21年
  12月31日

売上高 (百万円) 1,079,345 1,095,554 409,189 428,143 1,472,468 

経常利益 (百万円) 62,711 69,421 34,881 41,557 90,546 

四半期（当期）純利益 (百万円) 41,717 26,336 19,663 10,792 47,644 

純資産額 (百万円) ─ ― 570,145 587,278 577,702 

総資産額 (百万円) ─ ― 1,398,696 1,358,787 1,433,652 

１株当たり純資産額 (円) ─ ― 1,216.86 1,256.10 1,233.25 

１株当たり四半期（当期）
純利益 

(円) 89.74 56.62 42.30 23.20 102.49 

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益 

(円) 89.70 56.57 42.26 23.18 102.42 

自己資本比率 (％) ─ ― 40.4 43.0 40.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 78,890 103,642 ─ ― 106,358 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △169,160 △31,431 ─ ― △180,637

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 92,623 △77,306 ─ ― 78,545 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ─ ― 15,660 12,654 18,082 

従業員数 (名) ─ ― 17,714 16,873 17,316 
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は以下のとおりです。 

  

(1)除外 

当第３四半期連結会計期間から、㈱エヌ・エス・カーゴは連結子会社との合併のため、連結の範囲から

除外しております。 

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は（ ）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。  

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。なお、上記に含まれる提出会社への出向者数は、178名であります。 

２ 上記の他に関係会社等への出向者617名、嘱託165名が在籍しております。   

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 16,873   (5,183) 

 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 3,609 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 酒類事業の生産数量及び飲料事業、食品事業の生産高には、外部への製造委託を含めております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 第１四半期連結会計期間より、従来の「食品・薬品」について「食品」へ名称を変更いたしました。 

なお、当該変更は、名称変更のみであり、事業区分の方法に変更はありません。 

  

(2) 受注実績 

当社では受注生産はほとんど行っておりません。 
  

(3) 販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 前第３四半期連結会計期間の伊藤忠食品㈱については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略いたし

ました。 

５ 第１四半期連結会計期間より、従来の「食品・薬品」について「食品」へ名称を変更いたしました。 

なお、当該変更は、名称変更のみであり、事業区分の方法に変更はありません。 

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 数量又は金額   単位 前年同四半期比（％）

酒類事業 831,669    KL 97.8 

飲料事業 101,489  百万円 115.4 

食品事業 23,115  百万円 98.0 

その他事業 149  百万円 91.6 

事業の種類別セグメントの名称 金額 前年同四半期比（％）

酒類事業 272,493  百万円 102.5 

飲料事業 114,836  百万円 112.6 

食品事業 22,583  百万円 98.0 

その他事業 18,229  百万円 100.2 

合計 428,143  百万円 104.6 

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

国分㈱ 41,796 10.2 48,753 11.4 

伊藤忠食品㈱ ─ ─ 46,310 10.8 
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当第３四半期連結会計期間において、新たに認識した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

(1)業務提携等に関する契約 

当第３四半期連結会計期間に締結した契約 

 
  

(1)業績 

当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日～９月30日）における我が国経済は、個人消費の伸び悩

みや円高による企業業績の悪化など、前期に引き続き厳しい環境が続いております。 

 酒類業界におきましては、ビール、発泡酒の減少幅が縮小し、引き続き景気低迷による生活防衛意識や

節約志向の高まりにより新ジャンルが伸長したことにより、ビール類全体の課税出荷数量は前年同期比

1.0％増となりました。飲料業界については、猛暑の効果が大きく、業界全体の販売数量は前年同期比

11.0％程度増加したものと推定されます。 

 このような状況の下、当第３四半期連結会計期間の売上高は4,281億４千３百万円（前年同期比4.6％

増）となりました。また、利益につきましては、営業利益は381億６千５百万円（前年同期比20.1％

増）、経常利益は415億５千７百万円（前年同期比19.1％増）、四半期純利益は107億９千２百万円（前年

同期比45.1％減）となりました。 

  
事業の種類別セグメントの業績は、次の通りです。 

酒類事業 

酒類事業につきましては、“変革へ向かって、動く”をスローガンに掲げ、『アサヒスーパードライ』

と『クリアアサヒ』を中核ブランドとして強化・育成するとともに、生産・販売体制の見直しなどによる

収益構造改革を推進し、経営環境の変化に左右されない収益基盤の更なる強化に取り組みました。 

（ビール・発泡酒・新ジャンル） 

ビールについては、『アサヒスーパードライ』の更なるブランド価値向上に注力しました。売上の一部

を47都道府県の環境保全や地域貢献に活用していただく“「うまい！を明日へ！」プロジェクト”第４弾

の展開や、『エクストラコールド』をご家庭でも体験いただける「アサヒスーパードライ「エクストラコ

ールドクーラー」プレゼントキャンペーン」の実施、情報発信拠点として銀座における「エクストラコー

ルドＢＡＲ」の開店、またＴＶＣＭに起用しました福山雅治氏とのコラボレーションキャンペーンパック

の展開等、ブランド力をさらに高めるための情報発信や販売促進活動を展開しました。これにより『アサ

ヒスーパードライ』は本年７～９月に３ヶ月連続で前年販売数量を達成しました。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

会社名 契約事項 契約締結先 締結年月 発効年月 有効期限

株 式 会 社 エ イ・ア
イ・ビバレッジホー
ルディング 
(連結子会社) 

中国における食品事
業に関する資本業務
提携契約 

(英国領ケイマン諸島)
開曼島商頂新控股有限公司 
伊藤忠商事株式会社 

平成22年
９月

(平成22年
11月予定) 

規定なし

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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また、９月に『アサヒ 世界ビール紀行 ドイツ メルツェンタイプ』を発売し、恒例の「アサヒビール 

オクトーバーフェスト日比谷 秋の収穫祭 2010」も開催するなどビール市場の活性化に取り組みました。

 発泡酒については、『アサヒスタイルフリー』に活動を集中し、消費者向けクローズドキャンペーンを

実施するなど、“糖質オフ”・“糖質ゼロ※1”カテゴリーＮＯ.１ブランドに向け取り組みました。 

 新ジャンルについては、『クリアアサヒ』、『アサヒオフ』を基幹ブランドとし、『アサヒストロング

オフ』を加えた新ジャンル横断型の消費者キャンペーンを展開するなど、カテゴリーＮＯ.１に向けた販

売促進活動を実施しました。また９月に『アサヒくつろぎ仕込み＜４ＶＧ＞』を新発売し、多様化するお

客様ニーズへの対応にも取り組みました。 

 以上の結果、新ジャンルの出荷数量は前年同期比20.1％増、ビール類トータルでは前年同期比0.6％減

となりました。 

※1 栄養表示基準に基づき、糖質0.5g（100ml当たり）未満を“糖質ゼロ”としております。 

  

（焼酎・低アルコール飲料・洋酒・ワイン） 

 焼酎・低アルコール飲料・洋酒・ワインの各カテゴリーについては、第２四半期に引き続き、ブランド

の育成・強化とともに収益性の向上に取り組みました。 

 焼酎カテゴリーにおいては、主要ブランドである『かのか』のブランド強化に取り組み、特に『芋かの

か黒麹仕込み』が好調に推移しました。また、５月に新発売した本格芋焼酎『薩摩こく紫』の業務用での

取扱い件数の拡大に注力しました。しかしながら、甲類焼酎の減少などにより、焼酎トータルの売上高は

前年同期比7.5％減となりました。 

 低アルコール飲料カテゴリーにおいては、カロリー最少級※2の缶チューハイ『アサヒSlat（すらっ

と）』の６番目のフレーバーとなる「すっきり梅」を９月に発売した他、アルコール９％のヘビーユーザ

ー向け新商品『アサヒ スパークス』を発売するなど、積極的なマーケティング活動を実施した事から、

低アルコール飲料トータルの売上高は前年同期比16.9％増と大きく伸張しました。 

※2 現在発売されている缶チューハイ市場において。（平成22年９月現在） 

 洋酒カテゴリーにおいては、国産ウイスキーの販売が好調に推移しました。特に『ブラックニッカクリ

アブレンド』が39ヶ月連続で前年を上回る販売数量を達成し、年間販売目標を上方修正しました。また、

５月に発売しました『ブラックニッカハイボール』350ｍｌ缶も好調に推移し、10月に発売しました『ブ

ラックニッカハイボール』500ｍｌ缶とあわせ、年間目標を上方修正しております。この結果、輸入ウイ

スキーを加えた洋酒トータルの売上高は前年同期比24.1％増となりました。 

 ワインカテゴリーにおいては、国産ワインでは『サントネージュ・グランデ』やスパークリング『サン

トネージュ・ブリリア』が好調に推移しました。輸入ワインでも『トライアングル・ドール』『ボルゴ・

サンレオ』『サンタ・ヘレナ』を中心に販売促進活動を実施しましたが、長期化している低価格化、中高

級市場の低迷の影響により、ワイントータルの売上高は前年同期比9.4％減となりました。 

  

（国際酒類事業） 

国際酒類事業につきましては、中国ビール事業において、８月から「北京啤酒朝日有限公司」と「杭州

西湖啤酒朝日(股份)有限公司」における青島ビール商品の製造受託を開始するなど、「青島啤酒股份有限

公司」との戦略的パートナーシップの強化を図りました。また、韓国、台湾、オーストラリア、香港を始

めとしたアジア・オセアニア地域において、『アサヒスーパードライ』を中心としたアサヒブランドの売

上を順調に拡大し、当地域でのプレゼンスの向上を図りました。 
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以上の結果、酒類事業の売上高は、前年同期比2.5％増の2,724億９千３百万円となりました。営業利益

は、主に売上数量増や経費の効率化等により、前年同期に比べ30億７千８百万円増加し、316億４千７百

万円となりました。 

飲料事業 

（国内飲料事業） 

国内飲料事業においては、中核会社である「アサヒ飲料株式会社」が、「成長戦略」「構造改革」を基

本戦略として、飛躍的な成長の実現に向けた取り組みを実施しました。 

 成長戦略では、基幹ブランドである『ワンダ』『三ツ矢』『十六茶』を中心にマーケティング投資を集

中し、継続的なブランドの強化・育成を推進しました。特に、『ワンダ』については、８月から９月にか

けて主力３商品「モーニングショット」「金の微糖」「ゼロマックス」をリニューアルし、それぞれの個

性、おいしさにさらに磨きをかけました。 

 また、「ハウス食品株式会社」より『六甲のおいしい水』ブランドで展開するミネラルウォーターの製

造及び販売事業（六甲工場、灘採水場の土地建物設備を含む）を取得し、７月より全国で新発売しまし

た。 

 構造改革面では、原材料価格の抑制に努めるとともに、茨城工場において新たにペットボトル内製設備

を含む最新鋭の製造ラインを導入し、品質の向上と一層の収益構造の改革に取り組みました。 

  

（国際飲料事業） 

国際飲料事業につきましては、中国の「康師傅飲品控股有限公司」が引き続き好調に推移し、また、９

月には中国における事業基盤の拡大を図るため、同グループの「頂新（ケイマン）ホールディング」への

出資を発表しました。更に、豪州の「SCHWEPPES AUSTRALIA PTY LIMITED」においては、引き続き、既存

ブランドの強化と新ブランドの育成の取り組みを積極的に推し進めました。また、豪州飲料市場における

更なる地位の向上を図るため、市場第３位である「P&N BEVERAGES AUSTRALIA PTY LTD」の株式売買契約

の締結を８月に発表しました。 

  

以上の結果、飲料事業の売上高は、主に「アサヒ飲料株式会社」の売上数量増により、前年同期比

12.6％増の1,148億３千６百万円となりました。営業利益も、主に「アサヒ飲料株式会社」の売上数量増

とコスト効率化の推進により前年同期に比べ31億４千８百万円増加し、44億２千７百万円となりました。

  

食品事業 

食品事業につきましては「アサヒフードアンドヘルスケア株式会社」においてミント系錠菓『ミンティ

ア』やサプリメント『ディアナチュラ』、ダイエットサポート食品『スリムアップスリム』等の主要商品

の売上高が前年同期比２桁増を達成するなど、前期に引き続き好調に推移しました。 

 また、「和光堂株式会社」においては、主力のベビーフードでは、レトルトパウチ食品『グーグーキッ

チン』や幼児向けおやつ『すまいるぽけっと』が好調に推移しているものの、育児用粉乳における市場全

体の低迷の影響などにより、売上高は前年を下回りました。 

 「天野実業株式会社」は国内フリーズドライ市場において圧倒的なトップ企業を目指して、事業拡大と

収益性の向上に取り組みました。通販事業においては８月に実施した『夏のお楽しみセット』の企画がお

客様に大変好評をいただいたことなどにより、売上高が引き続き伸長しました。 
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以上の結果、食品事業の売上高は、前年同期比2.0％減の225億８千３百万円となりました。営業利益

は、前年同期に比べ３億８千８百万円減少し、６億８千３百万円となりました。 

  

その他事業 

その他事業におきましては、ほぼ計画通りに推移し、売上高は前年同期比0.2％増の182億２千９百万円

となりました。営業利益は前年同期に比べ４億９千２百万円増加し、12億９千１百万円となりました。 

  

(2)資産、負債及び純資産の状況 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて748億６千５百万円減少しまし

た。これは、主に受取手形及び売掛金や有形固定資産が減少したことによるものです。なお、受取手形及

び売掛金の減少は、最も大きい会計年度末に比べて減少する季節的な要因によるものです。 

 負債は、前連結会計年度末に比べて844億４千万円減少しました。これは、主に借入金等の返済による

金融債務（短期借入金、１年内償還予定の社債、コマーシャル・ペーパー、社債、長期借入金の合計）の

減少や、支払手形及び買掛金、未払法人税等の減少によるものです。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ95億７千５百万円増加しました。これは、為替変動に伴い為替換算

調整勘定が減少したものの、四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したことなどによるものです。

 この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の40.0％から43.0％に増加しました。 

  

(3)キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は126億５千４百万円となり、前連結

会計年度末に比べて54億２千７百万円減少しました。 

 当第３四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、635億３千１百万円の収入となりました。前年同期との比較で

は、税金等調整前四半期純利益が、133億４千４百万円減少したものの、これが主に第３四半期会計期間

において計上した工場再編関連損失の影響であったことや、仕入債務の増減などによる運転資金の増加な

どにより147億１千６百万円の増加となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、81億５千７百万円の支出となりました。前年同期との比較で

は、主に、有形固定資産や投資有価証券の取得による支出の減少により、121億５千６百万円の支出減と

なりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、金融債務の返済や配当金の支払いなどにより561億３百万円の

支出となりました。前年同期との比較では、資金調達額の減少や金融債務の返済の増加により241億７千

７百万円の支出増となりました。 
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(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次の通りであります。 

  

①基本方針の内容（概要） 

当社では、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とは、当社グループの企業価値の源泉であ

る“魅力ある商品づくり”、“品質・ものづくりへのこだわり”、“お客様へ感動をお届けする活

動”や有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、その他当社グループの企業価値を構成

する事項等、さまざまな事項を適切に把握したうえで、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続

的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者でなければならないと考えています。 

当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、当社の取締役会の賛同を得ずに行われる、いわ

ゆる「敵対的買収」であっても、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを一概

に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるかどうかの判

断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えています。  

 しかしながら、株式の大量買付のなかには、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に

対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の

取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提

案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件

をもたらすために買収者との交渉を必要とするものなど、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益

に資さないものも少なくありません。  

 このように当社株式の大量買付を行う者が、当社グループの企業価値の源泉を理解し、中長期的に確

保し、向上させられる者でなければ、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されるこ

とになります。  

 そこで当社は、このような当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付に対

し、それを抑止するための枠組みが必要不可欠であると考えます。  

②基本方針実現のための取組み（概要） 

(a) 基本方針の実現に資する特別な取組み 

 当社では、「自然のめぐみを、食の感動へ。『世界品質』で信頼される企業を目指す。」という「長

期ビジョン2015」を設定し、それを達成するために本年から「中期経営計画2012」への取組みを開始い

たしました。 

 「中期経営計画2012」では、企業価値向上のために、強みである“ものづくり力”を更に強化すると

ともに、製品、経営、人材など企業活動すべての品質を世界で通用するレベルに高め、既存事業の収益

性向上を柱に、新たな成長軌道の確立を目指していきます。 

 また、同時にコーポレートブランドステートメントを「その感動を、わかちあう。」と制定し、グル

ープ企業全体でお客様、社会にご提供する価値を明確にいたしました。 
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当社ではグループ経営理念に規定されている企業としての存在意義に基づき、コーポレートブランド

ステートメントで示したグループとしての提供価値を追求し、上記「長期ビジョン2015」の達成に向け

た「中期経営計画2012」を着実に実行していくことが、当社グループとステークホルダーとの信頼関係

を一層強固に築き上げ、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上につながるものと確信しており

ます。 

また、当社は、上記の諸施策の実行に際し、コーポレートガバナンスの更なる強化を図っていく予定

です。  

 当社においては、平成12年３月30日に執行役員制度を導入したことにより、経営の意思決定と業務執

行機能を分離し、業務の迅速な執行を図るとともに、取締役会における監督機能の強化に努めてまいり

ました。これに加え、社外役員の選任や、取締役会の下部組織であり社外取締役も委員となっている

「指名委員会」及び「報酬委員会」の設置により、社外役員によるチェックが機能しやすい体制として

おります。  

 なお、株主の皆様に対する経営陣の責任をより一層明確にするため、第83回定時株主総会において、

取締役の任期を２年から１年に短縮いたしました。 

(b) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを  

  防止するための取組み 

 当社は、平成22年２月８日開催の当社取締役会において、①で述べた会社支配に関する基本方針に照

らし、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）

の更新を決議し、平成22年３月26日開催の第86回定時株主総会において、本プランの更新につき承認を

得ております。 

 本プランは、以下のイ．又はロ．に該当する買付等がなされる場合を適用対象とします。 

 イ．当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付等 

 ロ．当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特 

   別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け 

 当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等を行う買付者等には、本プランの手続きを

遵守する旨の誓約文言等を記載した意向表明書の提出を求めます。その後、当社の定める書式により買

付内容等の検討に必要な情報等を記載した買付説明書の提出を求めます。当社は、買付説明書の内容を

経営陣から独立している社外取締役、社外監査役又は有識者のいずれかに該当する者で構成される独立

委員会に提供し、その評価、検討を経るものとします。独立委員会は、独立した第三者（ファイナンシ

ャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を独自に

得たうえ、買付内容の評価・検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等との交渉、株主の

皆様に対する情報開示等を行います。独立委員会は、買付者等から提出された情報が不十分であると判

断した場合には、直接又は間接に、買付者等に対し、適宜回答期限を定めたうえ、追加的に情報を提出

するよう求めることがあります。この場合、買付者等においては、当該期限までに、かかる情報を追加

的に提供していただきます。 

 独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、その他買付者等の買付

等の内容の検討の結果、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をも

たらすおそれのある買付等である場合など、本プランに定める要件のいずれかに該当し、新株予約権の

無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権の
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無償割当てを実施することを勧告します。なお、独立委員会は本プランに定める発動事由その２の該当

可能性が問題となっている場合には、本新株予約権無償割当ての実施に関して株主意思確認総会の承認

を得るべき旨の留保を付することができるものとします。本新株予約権は、金１円を下限として当社株

式の１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内において、当社取締役会が決定した金額を

払い込むことにより行使し、普通株式１株を取得することができます。また、買付者等による権利行使

が認められないという行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式１株と引換えに新株予約権１

個を取得することができる旨の取得条項が付されております。 

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して、新株予約権の無償割当ての実施又は不実

施等に関する会社法上の機関としての決議を速やかに行うものとし、株主意思確認総会を開催する場合

には、当該株主意思確認総会の決議に従い新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法

上の機関としての決議を行うものとします。  

 本プランの有効期間は、平成22年３月26日開催の第86回定時株主総会の終結の時から３年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。  

 ただし、有効期間の満了前であっても、当社取締役会の決議によって本プランを廃止することができ

ます。また、本プランの有効期間中に独立委員会の承認を得たうえで、本プランを修正し、又は変更す

る場合があります。  

  

なお、本プランにおいて、新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に直接具体

的な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権の無償割当てが実施され

た場合、株主の皆様が新株予約権行使の手続を行わないと、その保有する株式が希釈化される場合があ

ります（ただし、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じま

せん。）。 

③具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

②(a)に記載した基本方針の実現に資する特別な取組みは、①に記載した基本方針に従い、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益に沿うものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでは

ありません。 

 また、②(b)に記載した本プランも、以下の事項を考慮し織り込むことにより、基本方針に従い、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益に沿うものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではないと考えています。 

(a)株主意思を重視するものであること 

 イ．本プランは、平成22年３月26日開催の第86回定時株主総会において承認されたこと。 

 ロ．有効期間が、上記定時株主総会の終結の時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のも 

   のに関する定時株主総会の終結の時までに限定されていること。 

 ハ．取締役の任期を１年としており、取締役の選任を通じて株主の皆様の意思を反映させること 

   が可能であること。 
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(b)独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社取締役会は、本プランの更新にあたり、取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、

本プランの発動及び廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を設置

しました。独立委員会は、当社社外取締役、当社社外監査役、又は当社が独立委員会規則に定める要件

を満たす有識者のいずれかに該当する者から、当社取締役会が選任した３名以上の委員により構成され

ています。 

実際に当社に対して買付等がなされた場合には、独立委員会が上記規則に従い、当該買付等が当社の

企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するか否かなどの実質的な判断（勧告）を行い、当社取締役会

はその勧告を最大限尊重して、会社法上の決議を行うこととします。  

 このように、独立委員会によって、当社取締役会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その判断

の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益に資する範囲で本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。 

(c)合理的な客観的要件の設定 

本プランは、合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、

当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。 

(5)研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は、21億５千万円であります。な

お、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

昨年12月に発表した「中期経営計画2012」の方針に掲げる「国内酒類事業における収益構造改革」の

推進に伴い、酒類事業において提出会社の西宮工場(兵庫県西宮市)の生産機能を、2011年９月より、吹

田工場(大阪府吹田市)に集約することでビール類新生産体制を開始する予定です。 

 なお、この工場再編成により合理的に見積られる額を工場再編関連損失として当第３四半期連結会計

期間において計上しています。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの、新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された新株引受権の行使を含む。）による株式の発行数は含まれておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 972,305,309 

計 972,305,309 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 483,585,862 483,585,862 

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

完全議決権株式であり権利内
容に制限のない標準となる株
式であります。 
単元株式数は100株でありま
す。 

計 483,585,862 483,585,862 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

①会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。  

 
※ １  本新株予約権の行使により交付する株式の数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を※２記載の新株

     予約権の行使時の払込金額で除した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金に

     よる調整は行わない。  

  ※ ２  ①各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価

      額は、その額面金額と同額とする。 

         ②新株予約権の行使時の払込金額（以下転換価額という。）は、2,107円とする。ただし、当社が当社普通株

      式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合に 

      は、下記の算式により調整される。なお、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株

      式(当社が保有するものを除く。)の総数をいう。 

 
    また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式 

     の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されるものを含む。) の発行が行われる場合その他一

     定の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

※ ３  ①当社の選択による繰上償還の場合は、償還日の東京における3営業日前の日まで、②本新株予約権付社債 

     権者の選択による繰上償還がなされる場合は、償還通知書が支払・新株予約権行使請求受付代理人に預託さ 

     れた時まで、③本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消却される時まで、また④本社債の期限の利 

     益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、2023年５月12日より後に本新株 

     予約権を行使することはできない。  

     上記にかかわらず、当社による本新株予約権付社債の取得の場合、本新株予約権付社債の要項の定めに従 

     い、取得通知の翌日から取得日までの間又は取得日の14日前の日から取得日までの間は本新株予約権を行使 

     することはできない。 

     また、当社の本新株予約権付社債の要項に定める組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判断 

     した場合には、組織再編等の効力発生日の翌日から14日以内に終了する30日以内の当社が指定する期間中、 

     本新株予約権を行使することはできない。  

2023年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債（平成20年５月29日発行）

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日)

新株予約権の数 35,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 16,611,295株 ※１

新株予約権の行使時の払込金額 2,107円 ※２

新株予約権の行使期間 
平成20年６月12日から 

   平成35年５月12日まで ※３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額 

発行価格  2,107円 
   資本組入額 1,054円 ※４

新株予約権の行使の条件 

平成23年５月29日までは、新株予約権付社債権者は、あ
る四半期の最後の取引日に終了する30連続取引日のうち
いずれかの20取引日において、当社普通株式の終値が、
当該最後の取引日において適用のある転換価額の125％を
超えた場合に限って、翌四半期の初日から末日までの期
間において、新株予約権を行使することができる。ま
た、新株予約権の一部行使はできないものとする。  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付された
ものであり、本社債からの分離譲渡はできない。  

代用払込みに関する事項 該当事項なし ※５

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※６

新株予約権付社債の残高 35,147百万円

 
既発行株式数 ＋

発行又は処分株式数×１株当たりの払込金額

         調整後転換価額＝ 調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数
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※ ４  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定め 

     るところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生  

     じる場合はその端数を切り上げた額とする。  

 ※ ５  各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額 

     は、その額面金額と同額とする。  

 ※ ６  ①組織再編等が生じた場合には、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債の 

      要項に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新 

      たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる承継及び交付については、 

      （ⅰ）その時点で適用のある法律上実行可能であり、（ⅱ）そのための仕組みが既に構築されているか又 

      は構築可能であり、かつ、（ⅲ）当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合理な（当  

      社がこれを判断する。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であることを前 

      提条件とする。かかる場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上 

      場会社であるよう最善の努力をするものとする。本①に記載の当社の努力義務は、当社が受託会社に対し 

      て承継会社等が、当該組織再編等の効力発生日において、理由の如何を問わず、日本の上場会社であるこ 

      とを当社は予想していない旨の証明書を交付する場合には、適用されない。 

      「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予約権

      に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。  

     ②上記①の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。  

      （イ）新株予約権の数  

          当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する新株予約権付社債に係る新株予約権の数と同 

         一の数とする。  

      （ロ）新株予約権の目的である株式の種類  

         承継会社等の普通株式とする。  

      （ハ）新株予約権の目的である株式の数  

         承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の 

         条件等を勘案のうえ、新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従  

         う。  

         なお、転換価額は※２②と同様の調整に服する。  

         (ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に新株予約権を 

           行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継  

           会社等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行 

           使したときに受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普 

           通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社 

           等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領でき 

           るようにする。  

         (ⅱ)上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に新株予約権を行使し 

           た場合に新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発 

           生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定め  

           る。  

      （ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額  

         承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の 

         価額は、承継された本社債の額面金額と同額とする。  

      （ホ）新株予約権を行使することができる期間  

         当該組織再編等の効力発生日(場合によりその14日後以内の日)から、新株予約権の行使期間の満了 

         日までとする。  

      （ヘ）その他の新株予約権の行使の条件  

         承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。  

       (ト）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

                  承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計 

                  算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算

                  の結果1円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。  

         増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。  

      （チ）組織再編等が生じた場合  

         承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。  

      （リ）その他  

         承継会社等の新株予約権の行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな  

         い。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。      
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    ③当社は、上記①の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継さ

      せる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社債の要 

      項に従う。 

 ② 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

 
※ ７  本新株予約権の行使により交付する株式の数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を※８記載の新株 

     予約権の行使時の払込金額で除した数とする。但し、行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金によ

     る調整は行わない。  

 ※ ８  ①各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価 

      額は、その額面金額と同額とする。  

     ②新株予約権の行使時の払込金額（以下転換価額という。）は、2,050円とする。ただし、当社が当社普通株

      式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合に 

      は、下記の算式により調整される。なお、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株 

      式(当社が保有するものを除く。)の総数をいう。 

 
    また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式 

     の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されるものを含む。)の発行が行われる場合その他一 

     定の事由が生じた場合にも適宜調整される。  

2028年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債（平成20年５月29日発行）

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日)

新株予約権の数 35,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 17,073,170株 ※７

新株予約権の行使時の払込金額 2,050円 ※８

新株予約権の行使期間 
平成20年６月12日から 

    平成40年５月12日まで ※９

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額 

発行価格  2,050円 
    資本組入額 1,025円 ※１０

新株予約権の行使の条件 

平成26年５月29日までは、新株予約権付社債権者は、
ある四半期の最後の取引日に終了する30連続取引日の
うちいずれかの20取引日において、当社普通株式の終
値が、当該最後の取引日において適用のある転換価額
の125％を超えた場合に限って、翌四半期の初日から
末日までの期間において、新株予約権を行使すること
ができる。また、新株予約権の一部行使はできないも
のとする。  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付され
たものであり、本社債からの分離譲渡はできない。  

代用払込みに関する事項 該当事項なし ※１１

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※１２

新株予約権付社債の残高 35,000百万円

 
既発行株式数 ＋

発行又は処分株式数×１株当たりの払込金額

     調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数
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※ ９  ①当社の選択による繰上償還の場合は、償還日の東京における3営業日前の日まで、②本新株予約権付社債 

     権者の選択による繰上償還がなされる場合は、償還通知書が支払・新株予約権行使請求受付代理人に預託さ 

     れた時まで、③本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消却される時まで、また④本社債の期限の利 

     益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、2028年５月12日より後に本新株 

     予約権を行使することはできない。  

     上記にかかわらず、当社による本新株予約権付社債の取得の場合、本新株予約権付社債の要項の定めに従  

     い、取得通知の翌日から取得日までの間又は取得日の14日前の日から取得日までの間は本新株予約権を行使 

     することはできない。  

     また、当社の本新株予約権付社債の要項に定める組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判  

     断した場合には、組織再編等の効力発生日の翌日から14日以内に終了する30日以内の当社が指定する期間  

     中、本新株予約権を行使することはできない。  

 ※１０ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定め

     るところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じ 

     る場合はその端数を切り上げた額とする。  

 ※１１ 各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額 

     は、その額面金額と同額とする。  

 ※１２ ①組織再編等が生じた場合には、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債の 

      要項に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新 

      たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる承継及び交付については、 

      （ⅰ）その時点で適用のある法律上実行可能であり、（ⅱ）そのための仕組みが既に構築されているか又

      は構築可能であり、かつ、（ⅲ）当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合理な（当社 

      がこれを判断する。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であることを前提 

      条件とする。かかる場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場 

      会社であるよう最善の努力をするものとする。本①に記載の当社の努力義務は、当社が受託会社に対して 

      承継会社等が、当該組織再編等の効力発生日において、理由の如何を問わず、日本の上場会社であること 

      を当社は予想していない旨の証明書を交付する場合には、適用されない。  

      「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予約権 

      に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。  

     ②上記①の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。  

      （イ）新株予約権の数  

         当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する新株予約権付社債に係る新株予約権の数と同 

         一の数とする。  

      （ロ）新株予約権の目的である株式の種類  

         承継会社等の普通株式とする。  

      （ハ）新株予約権の目的である株式の数  

         承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の 

         条件等を勘案のうえ、新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従  

         う。なお、転換価額は※８②と同様の調整に服する。  

         (ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に新株予約権  

           を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継 

           会社等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行 

           使したときに受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普 

           通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社 

           等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領でき 

           るようにする。      

          (ⅱ)上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に新株予約権を行使し 

           た場合に新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発 

           生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定め  

           る。  

       （ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額  

         承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の 

         価額は、承継された本社債の額面金額と同額とする。  

       (ホ）新株予約権を行使することができる期間  

         当該組織再編等の効力発生日(場合によりその14日後以内の日)から、新株予約権の行使期間の満了 

         日までとする。  

      （ヘ）その他の新株予約権の行使の条件  

         承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。       
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     （ト）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

                  承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計 

                  算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算

                  の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。  

         増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。  

      （チ）組織再編等が生じた場合  

         承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。  

      （リ）その他  

         承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな 

         い。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。  

     ③当社は、上記①の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継さ 

      せる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社債の要 

      項に従う。 

 ③ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりであります。 

  株主総会の特別決議（平成18年3月30日） 

 
 ※１３ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

       調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率  

      但し、※１４の規定に従い行使価額が調整されたときは、次の算式により目的となる株式の数を調整す 

      る。 

            なお、調整前行使価額は、※１４に定める行使価額調整式(以下「行使価額調整式」という。)による 

      調整前行使価額を意味し、調整後行使価額は同調整式による調整後行使価額を意味する。  

        調整後株式数＝調整前株式数×調整前行使価額／調整後行使価額  

      なお、各対象者に付与された新株予約権の目的となる株式の数の調整は、当該調整を行う時点で対象者が 

      新株予約権を行使していない目的となる株式の数においてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生 

      じた場合には、これを切り捨てるものとする。  

  ※１４ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を

      除く。)、自己株式の処分をする場合、または時価を下回る価額をもって当社の株式を取得することができ

      る新株予約権もしくはかかる新株予約権が付された証券を発行する場合は、次の算式により行使価額を調 

      整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
     上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を 

      控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する株式数」に、「１株当 

      たりの行使価額」を「１株当たりの処分金額」に、「分割・新株発行前の株価」を「処分前の株価」に、

      それぞれ読み替えるものとし、※１３において必要に応じて同様の読み替えを行うものとする。行使価額

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日)

新株予約権の数 6,190個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 619,000株 ※１３

新株予約権の行使時の払込金額 1,688円 ※１４

新株予約権の行使期間 
平成20年３月30日から 
平成28年３月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,688円 
資本組入額 844円

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認
を要する 

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

   
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの行使価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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     調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額の差額が１円未満にとどまるときは、行使価額 

      の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額調整式の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を 

      算出する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引 

      いた額を適用する。 

 ④ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりであります。 

  株主総会の特別決議(平成17年３月30日) 

 
 ※１５ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。  

        調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率  

       但し、※１６の規定に従い行使価額が調整されたときは、次の算式により目的となる株式の数を調整す 

      る。   

      なお、調整前行使価額は、※１６に定める行使価額調整式(以下「行使価額調整式」という。)による調整 

      前行使価額を意味し、調整後行使価額は同調整式による調整後行使価額を意味する。  

        調整後株式数＝調整前株式数×調整前行使価額／調整後行使価額  

      なお、各対象者に付与された新株予約権の目的となる株式の数の調整は、当該調整を行う時点で対象者が 

      新株予約権を行使していない目的となる株式の数においてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生 

      じた場合には、これを切り捨てるものとする。  

  ※１６ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を

      除く。)、自己株式の処分をする場合、または時価を下回る価額をもって当社の株式を取得することができ

      る新株予約権もしくはかかる新株予約権が付された証券を発行する場合は、次の算式により行使価額を調 

      整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
     上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を 

      控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する株式数」に、「１株当 

      たりの行使価額」を「１株当たりの処分金額」に、「分割・新株発行前の株価」を「処分前の株価」に、 

      それぞれ読み替えるものとし、※１５において必要に応じて同様の読み替えを行うものとする。行使価額 

      調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額の差額が１円未満にとどまるときは、行使価額 

      の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額調整式の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を 

      算出する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引い 

      た額を適用する。 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日)

新株予約権の数 5,805個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 580,500株 ※１５

新株予約権の行使時の払込金額 1,374円 ※１６

新株予約権の行使期間 
平成19年３月30日から 
平成27年３月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,374円 
資本組入額 687円

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認
を要する 

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

   
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの行使価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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 ⑤ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりであります。 

  株主総会の特別決議(平成16年３月30日) 

 
 ※１７ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ 

      し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に 

      ついて行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。  

        調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率  

  ※１８ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合は含まな 

      い。)するときは、次の計算式により1株当たりの払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は 

      切り上げる。 

 
 ⑥ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりであります。 

  株主総会の特別決議(平成15年３月28日) 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日)

新株予約権の数 4,925個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 492,500株 ※１７

新株予約権の行使時の払込金額 1,205円 ※１８

新株予約権の行使期間 
平成18年３月30日から 
平成26年３月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,205円 
資本組入額 603円

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は権利消滅 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

   
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込価額 ＝調整前払込価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日)

新株予約権の数 91個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 91,000株 ※１９

新株予約権の行使時の払込金額 830円 ※２０

新株予約権の行使期間 
平成17年３月28日から 
平成25年３月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 830円 
資本組入額 830円

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は権利消滅 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─
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 ※１９ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ 

      し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に 

            ついて行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。  

       調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率  

  ※２０ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合は含まな 

      い。)するときは、次の計算式により1株当たりの払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は 

      切り上げる。 

 
 ⑦ 旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの新株引受権の内容は次のとおりであります。 

  株主総会の特別決議(平成14年３月28日) 

 
 (注) 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換、新株引受証券による権利行使の場合は含 

     まない。)するときは、次の計算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ 

     る。 

 
  

(3) 【行使価格修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

  

   
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込価額 ＝調整前払込価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日)

新株引受権の数 －

新株引受権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株引受権の目的となる株式の数 287,300株

新株引受権の行使時の払込金額 1,090円

新株引受権の行使期間 
平成17年１月１日から 
平成24年３月27日まで

新株引受権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,090円 
資本組入額1,090円

新株引受権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は権利消滅 

新株引受権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株引受権の交付に関する事項 ─

  
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後発行価額 ＝調整前発行価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年６月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

 
(注) １ 「単元未満株式」の欄には、当社保有の自己株式64株及び相互保有株式（今泉酒類販売株式会社）２株が

 含まれております。 

 ２ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,800株（議決権の数28個）含ま

 れております。 

 ３ 「完全議決権株式（自己株式等）」「完全議決権株式（その他）」「単元未満株式」は、全て普通株式で

 あります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年７月１日～ 
 平成22年９月30日 

－ 483,585 － 182,531 － 130,292 

  平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
18,381,700 

―
株主としての権利内容に制限のない
標準となる株式 

(相互保有株式）
9,400 

― 同上

完全議決権株式(その他) 464,378,500 4,643,785 同上 

単元未満株式 816,262 ― ― 

発行済株式総数 483,585,862 ― ―

総株主の議決権 ― 4,643,785 ―
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② 【自己株式等】 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第一部の市場相場です。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

 退任役員 

 
(注)逝去による退任であります。 

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
アサヒビール株式会社 

東京都墨田区吾妻橋
一丁目23番１号 18,381,700 － 18,381,700 3.80 

（相互保有株式） 
今泉酒類販売株式会社 

福岡県粕屋郡粕屋町
大字仲原1771番地の１ 9,400 － 9,400 0.00 

計 ― 18,391,100 － 18,391,100 3.80 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
 １月

 
 ２月

 
 ３月

 
 ４月

 
 ５月

 
 ６月

   
７月

   
８月

  
９月

最高(円) 1,794 1,830 1,818 1,811 1,668 1,605 1,588 1,657 1,677 

最低(円) 1,694 1,647 1,676 1,661 1,476 1,473 1,427 1,534 1,574 

３ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 山口信夫 平成22年９月14日 
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年１月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年７

月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。また、当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、有

限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 

 なお、有限責任 あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもってあずさ

監査法人から名称変更しております。 

  

  

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,385 19,583

受取手形及び売掛金 236,503 274,558

商品及び製品 69,971 64,499

原材料及び貯蔵品 32,539 32,943

繰延税金資産 11,596 11,175

その他 33,738 32,952

貸倒引当金 △4,709 △7,665

流動資産合計 393,024 428,047

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 397,192 416,590

減価償却累計額 △222,480 △227,437

建物及び構築物（純額） 174,711 189,152

機械装置及び運搬具 489,031 531,835

減価償却累計額 △353,186 △370,910

機械装置及び運搬具（純額） 135,845 160,924

その他 142,875 136,608

減価償却累計額 △81,076 △78,393

その他（純額） 61,798 58,215

土地 185,112 184,433

建設仮勘定 7,149 6,382

有形固定資産合計 564,617 599,108

無形固定資産   

のれん 95,937 100,314

その他 38,653 40,427

無形固定資産合計 134,591 140,741

投資その他の資産   

投資有価証券 209,905 206,364

繰延税金資産 22,138 21,021

その他 40,511 42,701

貸倒引当金 △6,002 △4,332

投資その他の資産合計 266,553 265,755

固定資産合計 965,762 1,005,605

資産合計 1,358,787 1,433,652
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 96,526 100,998

短期借入金 61,770 141,220

1年内償還予定の社債 15,000 15,000

未払酒税 121,615 123,470

未払法人税等 3,737 24,096

預り金 17,740 20,429

コマーシャル・ペーパー 29,000 30,000

賞与引当金 7,586 2,559

その他 118,888 116,005

流動負債合計 471,865 573,780

固定負債   

社債 135,147 130,156

長期借入金 83,949 75,499

退職給付引当金 24,696 24,252

役員退職慰労引当金 574 602

繰延税金負債 4,844 4,860

その他 50,431 46,798

固定負債合計 299,643 282,169

負債合計 771,509 855,949

純資産の部   

株主資本   

資本金 182,531 182,531

資本剰余金 150,945 151,048

利益剰余金 268,484 252,146

自己株式 △28,954 △29,283

株主資本合計 573,007 556,443

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 643 2,444

繰延ヘッジ損益 － △6

為替換算調整勘定 10,708 14,591

評価・換算差額等合計 11,351 17,029

少数株主持分 2,918 4,229

純資産合計 587,278 577,702

負債純資産合計 1,358,787 1,433,652
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 1,079,345 1,095,554

売上原価 700,392 691,816

売上総利益 378,953 403,737

販売費及び一般管理費 ※１  325,688 ※１  340,879

営業利益 53,265 62,857

営業外収益   

受取利息 235 218

受取配当金 2,012 1,019

持分法による投資利益 8,874 9,643

その他 3,671 1,157

営業外収益合計 14,794 12,038

営業外費用   

支払利息 3,282 3,256

その他 ※２  2,065 ※２  2,218

営業外費用合計 5,347 5,474

経常利益 62,711 69,421

特別利益   

固定資産売却益 689 639

投資有価証券売却益 386 1,731

関係会社株式売却益 16,091 －

貸倒引当金戻入額 843 874

持分変動利益 － 726

その他 － 63

特別利益合計 18,010 4,036

特別損失   

固定資産除売却損 2,882 2,831

投資有価証券売却損 403 9

投資有価証券評価損 636 1,380

減損損失 760 －

関係会社整理損 － 392

工場再編関連損失 － ※３  20,098

その他 396 1,505

特別損失合計 5,080 26,217

税金等調整前四半期純利益 75,642 47,240

法人税等 ※４  33,082 ※４  22,001

少数株主利益又は少数株主損失（△） 842 △1,098

四半期純利益 41,717 26,336
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【第３四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 409,189 428,143

売上原価 263,711 267,508

売上総利益 145,478 160,634

販売費及び一般管理費 ※１  113,692 ※１  122,469

営業利益 31,785 38,165

営業外収益   

受取利息 77 61

受取配当金 1,020 131

持分法による投資利益 3,305 4,553

その他 441 327

営業外収益合計 4,845 5,074

営業外費用   

支払利息 1,101 1,013

その他 ※２  646 ※２  667

営業外費用合計 1,748 1,681

経常利益 34,881 41,557

特別利益   

固定資産売却益 19 △1

投資有価証券売却益 49 73

関係会社株式売却益 △0 －

貸倒引当金戻入額 332 160

特別利益合計 401 232

特別損失   

固定資産除売却損 596 430

投資有価証券売却損 400 3

投資有価証券評価損 111 535

関係会社整理損 － 1

工場再編関連損失 － ※３  20,098

その他 396 286

特別損失合計 1,505 21,356

税金等調整前四半期純利益 33,777 20,432

法人税等 ※４  14,364 ※４  9,657

少数株主損失（△） △250 △17

四半期純利益 19,663 10,792
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 75,642 47,240

減価償却費 42,672 44,889

減損損失 760 －

のれん償却額 3,590 4,442

退職給付引当金の増減額（△は減少） 686 2,273

貸倒引当金の増減額（△は減少） △924 △1,155

受取利息及び受取配当金 △2,247 △1,237

支払利息 3,282 3,256

持分法による投資損益（△は益） △8,874 △9,643

投資有価証券評価損益（△は益） 636 1,380

関係会社株式売却損益（△は益） △16,091 －

固定資産除売却損益（△は益） 2,193 2,192

工場再編関連損失 － 20,098

売上債権の増減額（△は増加） 44,960 37,406

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,445 △5,427

仕入債務の増減額（△は減少） △11,484 △4,059

未払酒税の増減額（△は減少） △5,150 △1,848

その他 △11,577 2,098

小計 116,628 141,904

利息及び配当金の受取額 6,512 6,481

利息の支払額 △2,725 △2,675

法人税等の支払額 △41,525 △42,068

営業活動によるキャッシュ・フロー 78,890 103,642

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △27,599 △17,949

有形固定資産の売却による収入 2,270 771

無形固定資産の取得による支出 △22,117 △3,572

投資有価証券の取得による支出 △80,168 △6,256

投資有価証券の売却による収入 39,000 2,660

子会社株式の取得による支出 △15,360 △41

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△60,896 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

△18 －

営業譲受による支出 － △5,339

貸付けによる支出 △2,653 △1,748

貸付金の回収による収入 1,839 1,800

その他 △3,457 △1,755

投資活動によるキャッシュ・フロー △169,160 △31,431
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 95,122 △58,361

リース債務の返済による支出 － △2,122

長期借入れによる収入 4,489 10,337

長期借入金の返済による支出 △23,024 △22,402

社債の発行による収入 25,000 20,000

社債の償還による支出 － △15,000

自己株式の取得による支出 △24 △15

配当金の支払額 △9,529 △9,999

少数株主からの払込みによる収入 542 －

その他 47 258

財務活動によるキャッシュ・フロー 92,623 △77,306

現金及び現金同等物に係る換算差額 134 △335

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,487 △5,430

現金及び現金同等物の期首残高 12,697 18,082

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

475 －

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

－ 2

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  15,660 ※  12,654
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 
  

 当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日)

１ 連結の範囲の変更 (1)連結範囲の変更 

第１四半期連結会計期間から、アサヒビール保険サービス㈱は連結子会社との合

併のため、連結の範囲から除外しております。 

 第２四半期連結会計期間から、西日本アサヒ生ビールサービス㈱とニッカ製樽㈱

は連結子会社との合併のため、連結の範囲から除外しております。 

 当第３四半期連結会計期間から、㈱エヌ・エス・カーゴは連結子会社との合併の

ため、連結の範囲から除外しております。 

  

(2)変更後の連結子会社数  

５１社  

２ 持分法適用の範囲の変更 (1)持分法適用関連会社の変更   

 第１四半期連結会計期間から、江蘇聖果葡萄酒業有限公司は重要性が増したた

め、持分法の適用の範囲に含めております。   

 第２四半期連結会計期間から、康師傅飲品控股有限公司が関係会社１社を新たに

設立したため、持分法の適用の範囲に含めております。 

                                      

(2)変更後の持分法適用会社数 

非連結子会社１社、関連会社３５社 

３ 会計処理の原則及び手続

の変更 
（「企業結合に関する会計基準」等の適用） 

 第２四半期連結会計期間より「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21

号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22

号 平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業

会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会

計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準

第16号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用してお

ります。 
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【簡便な会計処理】 

 
  

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

 当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日)

１ 一般債権の貸倒見積高の

算定方法 

一部の連結子会社は、当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計

年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の

貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２ 繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会

計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法

によっております。  

３ 棚卸資産の評価方法 当社及び一部の連結子会社は、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下

が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっ

ております。 

 当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日)

１ 税金費用の計算  税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算する方法を採用しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成21年12月31日)

偶発債務 

 保証債務 

   銀行借入に対する保証債務等 

 

被保証者
保証金額 
(百万円)

摘要

従業員 279 銀行借入

その他２件 231 銀行借入

合計 510  

偶発債務 

 保証債務 

   銀行借入に対する保証債務等 

 

被保証者
保証金額 
(百万円)

摘要

康師傅飲品控股
有限公司 574 銀行借入 

従業員 313 銀行借入 

その他３件 388 銀行借入 

合計 1,276  
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(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

 
  

第３四半期連結会計期間 

 

  

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日  
  至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日  
  至 平成22年９月30日)

※１  販売費及び一般管理費の主な内訳 

 

販売奨励金及び手数料 115,211 百万円

広告宣伝費 40,241 〟

運搬費 27,605 〟

従業員給与・手当・賞与 48,801 〟

退職給付費用 5,208 〟

減価償却費 7,630 〟

のれん償却額 3,590 〟

 販売費及び一般管理費の主な内訳 

 

販売奨励金及び手数料 125,371 百万円

広告宣伝費 41,870 〟

運搬費 29,129 〟

従業員給与・手当・賞与 51,060 〟

退職給付費用 4,823 〟

減価償却費 10,359 〟

のれん償却額 4,187 〟

※２  営業外費用その他の中に、持分法適用関連会社の持

株会社で発生しているのれん償却額106百万円が含ま

れております。 

 営業外費用その他の中に、持分法適用関連会社の持

株会社で発生しているのれん償却額318百万円が含ま

れております。 

※３ ───  国内酒類事業における収益構造改革に向けた工場再

編成による損失であります。 

※４  法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。 

同左 

 
前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日  
  至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日  
  至 平成22年９月30日)

※１  販売費及び一般管理費の主な内訳 

 

販売奨励金及び手数料 43,588 百万円

広告宣伝費 10,398 〟

運搬費 10,043 〟

従業員給与・手当・賞与 17,079 〟

退職給付費用 1,729 〟

減価償却費 2,773 〟

のれん償却額 1,316 〟

 販売費及び一般管理費の主な内訳 

 

販売奨励金及び手数料 50,990 百万円

広告宣伝費 12,315 〟

運搬費 11,086 〟

従業員給与・手当・賞与 17,185 〟

退職給付費用 1,554 〟

減価償却費 3,527 〟

のれん償却額 1,395 〟

※２  営業外費用その他の中に、持分法適用関連会社の持

株会社で発生しているのれん償却額106百万円が含ま

れております。 

同左 

※３ ───  国内酒類事業における収益構造改革に向けた工場再

編成による損失であります。 

※４  法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。 

同左 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

 当第３四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成22年１月１

日 至 平成22年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  
２ 自己株式に関する事項 

 
  
３ 新株予約権等に関する事項 

     該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連 

  結会計期間末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

   
５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

    該当事項はありません。 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日   
 至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日   
 至 平成22年９月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 

預金期間が３ヶ月超の定期預金 

15,887百万円

△216  〃 

     現金及び現金同等物 15,660百万円

  

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 

預金期間が３ヶ月超の定期預金 

13,385百万円

△730  〃 

     現金及び現金同等物 12,654百万円

 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末 

(平成22年９月30日)

普通株式(株) 483,585,862 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末 

(平成22年９月30日)

普通株式(株) 18,368,107 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年３月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 5,115 11.00 平成21年12月31日 平成22年３月29日

平成22年７月30日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 4,884 10.50 平成22年６月30日 平成22年９月１日

― 35 ―



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

 
(注) １．事業区分は、製品の種類、性質により区分しております。 

２．各事業の主な製品  (1)酒   類……………ビール、発泡酒、焼酎、ウイスキー他 

          (2)飲   料……………清涼飲料他 

          (3)食品・薬品……………食品事業、薬品事業 

          (4)そ の 他……………不動産事業、外食事業、卸事業、物流事業他 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日) 

 
(注) １．事業区分は、製品の種類、性質により区分しております。 

２．各事業の主な製品  (1)酒   類……………ビール、発泡酒、焼酎、ウイスキー他 

          (2)飲   料……………清涼飲料他 

          (3)食   品……………食品事業、薬品事業 

          (4)そ の 他……………不動産事業、外食事業、卸事業、物流事業他 

３．第１四半期連結会計期間より、従来の「食品・薬品」について「食品」へ名称を変更いたしました。 

なお、当該変更は、名称変更のみであり、事業区分の方法に変更はありません。 

  

摘要
酒類 

(百万円) 
飲料

(百万円) 
食品・薬品
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

 売上高及び営業損益    

 売上高    

(1) 外部顧客に対する 
    売上高 265,916 102,021 23,051 18,200 409,189 ─ 409,189 

(2) セグメント間の 
    内部売上高又は振替高 4,924 666 430 13,937 19,958 (19,958) ─

計 270,841 102,687 23,481 32,137 429,147 (19,958) 409,189 

 営業費用 242,272 101,408 22,409 31,338 397,428 (20,025) 377,403 

  営業利益 28,569 1,279 1,072 798 31,718 66 31,785 

摘要
酒類 

(百万円) 
飲料

(百万円) 
食品

(百万円) 
その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

 売上高及び営業損益    

 売上高    

(1) 外部顧客に対する 
    売上高 272,493 114,836 22,583 18,229 428,143 ─ 428,143 

(2) セグメント間の 
    内部売上高又は振替高 5,147 658 503 15,025 21,334 (21,334) ─

計 277,641 115,494 23,086 33,254 449,477 (21,334) 428,143 

 営業費用 245,993 111,067 22,402 31,963 411,427 (21,449) 389,978 

  営業利益 31,647 4,427 683 1,291 38,049 115 38,165 
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前第３四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日) 

 
(注) １．事業区分は、製品の種類、性質により区分しております。 

２．各事業の主な製品  (1)酒   類……………ビール、発泡酒、焼酎、ウイスキー他 

          (2)飲   料……………清涼飲料他 

          (3)食品・薬品……………食品事業、薬品事業 

          (4)そ の 他……………不動産事業、外食事業、卸事業、物流事業他 

３．当第３四半期連結累計期間における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額

はありません。 

４．セグメント別資産の著しい金額の変動 

 第２四半期連結会計期間において、SCHWEPPES HOLDINGS PTY LTDの全株式を取得したことにより、当第３

四半期連結会計期間末において、飲料事業の資産が84,673百万円増加しております。 

 また、第２四半期連結会計期間において、青島啤酒股份有限公司の株式を取得したことにより、当第３四

半期連結会計期間末において、全社資産が67,586百万円増加しております。 

５．会計処理の原則・手続、表示方法の変更 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用 

 棚卸資産の評価基準及び評価方法について、商品、製品及び半製品については、主として総平均法による

原価法、原材料及び貯蔵品については、主として移動平均法による原価法を採用しておりましたが、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が

適用されたことに伴い、それぞれ主として総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）、主として移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。

 この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の営業利益が酒類事業で369

百万円、食品・薬品事業で100百万円、その他事業で２百万円それぞれ減少し、営業損失が飲料事業で636百

万円増加しております。 

６．追加情報 

有形固定資産の耐用年数の変更 

 当社及び国内連結子会社は、平成20年の法人税改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、第１

四半期連結会計期間より有形固定資産の耐用年数を変更しております。 

  この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の営業利益が酒類事業で

4,631百万円減少、食品・薬品事業で74百万円、その他事業で０百万円増加し、営業損失が飲料事業で21百

万円増加しております。 

  

摘要
酒類 

(百万円) 
飲料

(百万円) 
食品・薬品
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

 売上高及び営業損益    

 売上高    

(1) 外部顧客に対する 
    売上高 697,207 265,647 67,166 49,323 1,079,345 ─ 1,079,345 

(2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 13,861 1,764 1,384 39,063 56,074 (56,074) ─

計 711,069 267,412 68,551 88,386 1,135,420 (56,074) 1,079,345 

 営業費用 659,222 268,475 67,177 87,380 1,082,255 (56,175) 1,026,080 

 営業利益又は営業損失 (△) 51,847 △1,062 1,374 1,006 53,164 100 53,265 
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当第３四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日) 

 
(注) １．事業区分は、製品の種類、性質により区分しております。 

２．各事業の主な製品  (1)酒   類……………ビール、発泡酒、焼酎、ウイスキー他 

          (2)飲   料……………清涼飲料他 

          (3)食   品……………食品事業、薬品事業 

          (4)そ の 他……………不動産事業、外食事業、卸事業、物流事業他 

３．当第３四半期連結累計期間における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額

はありません。 

４．第１四半期連結会計期間より、従来の「食品・薬品」について「食品」へ名称を変更いたしました。 

なお、当該変更は、名称変更のみであり、事業区分の方法に変更はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結

会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平

成21年１月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至

平成22年９月30日） 

  

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

の情報を省略しております。 

  

【海外売上高】 

 前第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結

会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平

成21年１月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至

平成22年９月30日） 

  
 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

  

摘要
酒類 

(百万円) 
飲料

(百万円) 
食品

(百万円) 
その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

 売上高及び営業損益    

 売上高    

(1) 外部顧客に対する 
    売上高 681,494 296,222 68,167 49,670 1,095,554 ─ 1,095,554 

(2) セグメント間の 
    内部売上高又は振替高 12,382 1,625 1,402 39,955 55,365 (55,365) ─

計 693,876 297,847 69,569 89,625 1,150,919 (55,365) 1,095,554 

 営業費用 638,769 294,397 67,522 88,061 1,088,750 (56,054) 1,032,696 

  営業利益 55,106 3,450 2,047 1,564 62,169 688 62,857 
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(１株当たり情報) 

  

１  １株当たり純資産額 

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額等 

第３四半期連結累計期間 

 
(注) １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は以下のとおりでありま

す。 

  

 
  

  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成21年12月31日)

  

１株当たり純資産額  1,256.10 円
 

１株当たり純資産額 1,233.25 円

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
  至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日  
  至 平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 89.74 円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 89.70 円
 

１株当たり四半期純利益 56.62 円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 56.57 円

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日  
  至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日  
  至 平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 41,717 26,336 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 41,717 26,336 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 464,844 465,173 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳(百
万円) 

─ ─

四半期純利益調整額(百万円) ─ ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(千株) 237 422 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要 

第81回総会で決議された新
株予約権の行使により発行
すべき株式 
       598,000株 
  
第82回総会で決議された新
株予約権の行使により発行
すべき株式 
       620,000株 
  

──── 
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第３四半期連結会計期間 

 
(注) １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は以下のとおりでありま

す。 

 
  

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日  
  至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日  
  至 平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 42.30 円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 42.26 円
 

１株当たり四半期純利益 23.20 円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 23.18 円

項目
前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日  
  至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日  
  至 平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 19,663 10,792 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 19,663 10,792 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 464,861 465,212 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳(百
万円) 

─ ─

四半期純利益調整額(百万円) ─ ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(千株) 402 349 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要 

第82回総会で決議された新
株予約権の行使により発行
すべき株式  
       620,000株 
  
  

第76回総会で決議されたス
トックオプションについて
は、平成22年３月29日をも
って権利行使期間満了によ
り失効しております。 
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(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

平成22年７月30日開催の取締役会において、平成22年６月30日の最終の株主名簿に記載または記録され

た株主に対し、次のとおり第２四半期配当を行うことを決議いたしました。 

   ①第２四半期配当金の総額          4,884,643,029円 

   ②１株あたり第２四半期配当金            10円50銭 

   ③支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成22年９月１日 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年11月13日

アサヒビール株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているア

サヒビール株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アサヒビール株式会社及び連結子会社の平

成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    酒 井 弘 行  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    原 田 一    印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    長 﨑 康 行  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成22年11月12日

アサヒビール株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているア

サヒビール株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平

成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アサヒビール株式会社及び連結子会社の平

成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 

  
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    酒 井 弘 行  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    原 田 一    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    長 﨑 康 行  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月12日 

【会社名】 アサヒビール株式会社 

【英訳名】 ASAHI BREWERIES,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 泉 谷 直 木 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役兼常務執行役員 小 路 明 善 

【本店の所在の場所】 東京都墨田区吾妻橋一丁目23番１号 

【縦覧に供する場所】 アサヒビール株式会社 東海統括支社 

   (名古屋市中村区名駅一丁目１番４号) 

  アサヒビール株式会社 大阪統括支社 

   (大阪市中央区城見一丁目３番７号) 

  株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  株式会社大阪証券取引所 

   (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表取締役社長泉谷直木及び当社最高財務責任者小路明善は、当社の第87期第３四半期(自 平成

22年７月１日 至 平成22年９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記

載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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